
平成２１年３月３１日以降

　　　　　雇用保険制度が変わりました！

詳しい改正内容などについては、最寄りの公共職業安定所（ハローワーク）におたずねください。

　厳しい雇用失業情勢を踏まえ、雇用保険制度のセーフティネット機能及び失業
された方に対する再就職支援機能を強化するため、雇用保険制度を改正しまし
た。

厚 生 労 働 省

都 道 府 県 労 働 局

公共職業安定所（ハローワーク）

また、改正内容については、厚生労働省ホームページにおいても確認できます。

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken.html

労働者・ 求職者 ・ 事業主の皆さまへ

　
　◆　主な改正事項は以下のとおりです。

　１．　雇用保険の適用範囲の拡大

　２．　雇止めとなった非正規労働者に対する基本手当の受給資格
　　　要件の緩和と所定給付日数の拡充

　３．　再就職が困難な方に対する給付日数の延長

　４．　再就職手当の給付率引上げ及び支給要件の緩和

　５．　常用就職支度手当の給付率引上げ及び支給対象者の拡大

　６．　育児休業給付の統合と給付率引上げ措置の延長

　７．　雇用保険料率の引下げ



　１．雇用保険の適用範囲の拡大

　■　短時間就労者及び派遣労働者の方の雇用保険の適用基準を以下のとおり緩和
　　　しました。

　            　【旧】  ○ １年以上の雇用見込みがあること
　　　　　　　　　　　　○　１週間当たりの所定労働時間が２０時間以上であること
　

　　            【新】  ○ ６か月以上の雇用見込みがあること
　　　　　　　　　　　　○　１週間当たりの所定労働時間が２０時間以上であること
　
　
　　☆　平成２１年４月１日以降に、改正後の適用基準を満たす労働者を雇い入れた場合
        には、当該労働者に係る雇用保険被保険者資格取得届を管轄の公共職業安定所
        に提出する必要があります。

　　☆　また、平成２１年４月１日より前から勤務している労働者であっても、上記の緩和が
        行われたことにより、平成２１年４月１日以降、適用基準を満たすこととなった場合に
        は、当該労働者に係る雇用保険被保険者資格取得届を管轄の公共職業安定所に
        提出する必要があります。

 【事業主の皆様へ】
  ○　適用基準を満たす労働者を新たに雇用した場合は、管轄する公共職業安定所へ雇用した日の属する月の
     翌月１０日までに雇用保険被保険者資格取得届を提出することが義務付けられています。

　■　特定受給資格者に該当しない方であっても、期間の定めのある労働契約が更新さ
　　れなかったことその他やむを得ない理由により離職された方（特定理由離職者）につ
　　いては、通常、基本手当の受給資格要件として離職日以前の２年間に被保険者期間が

　　通算して１２か月以上必要なところ、離職日以前の１年間に被保険者期間
　が通算して６か月以上あれば受給資格要件を満たすようになりました。

　　☆  特定理由離職者に該当する方は、次の１又は２のいずれかに該当する方です。
　　　１  期間の定めのある労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がない
        ことにより離職された方（その方が当該更新を希望したにもかかわらず、当該更新に
        ついての合意が成立するに至らなかった場合に限ります。）
　　　２　正当な理由のある自己都合により離職した方
　　　　※　詳しくはリーフレット「特定受給資格者及び特定理由離職者の範囲と判断基準」をご参照ください。

　　☆　受給資格に係る離職日が平成２１年３月３１日以降の方が対象となります。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（この項目は次ページに続きます。）

　２．雇止めとなった非正規労働者に対する基本手当の受給資格要件の緩和と
　　所定給付日数の拡充



　３．　再就職が困難な方に対する給付日数の延長

（前ページからの続きになります。）

 ■　また、期間の定めのある労働契約が更新されなかったことにより離職された方は、

　　基本手当の所定給付日数が特定受給資格者と同様に手厚くなりました。
　　☆　受給資格に係る離職日が平成２１年３月３１日から平成２４年３月３１日までの間で
　　　ある方が対象となります。

　　　※　ただし、雇用保険の加入期間や離職時の年齢により、所定給付日数が手厚くならない場合もあります。

　
　■　期間の定めのある労働契約の締結の際に労働契約が更新されることが明示されて
　　いたにもかかわらず契約の更新がされずに離職された方については、雇用期間が１年
　　未満であれば特定受給資格者となっていましたが、雇用期間１年未満という要件を緩
　　和し、雇用期間１年以上でも該当するようになりました。
　　☆　受給資格に係る離職日が平成２１年３月３１日以降の方が対象となります。

　　　※　詳しくはリーフレット「特定受給資格者及び特定理由離職者の範囲と判断基準」をご参照ください。

　■　倒産や解雇などの理由により離職された方（特定受給資格者）や期間の定めの
　　ある労働契約が更新されなかったことにより離職された方で、次の１～３のいずれか
　　に該当する方について、特に再就職が困難だと公共職業安定所長が認めた場合は、

　　給付日数が６０日分（※①）延長されます。
　
   １　受給資格に係る離職日において４５歳未満の方（※②）

   ２　雇用機会が不足している地域として指定する地域に居住する方（※②）
　　☆　指定地域については、厚生労働省ＨＰで確認することができます。

   ３　公共職業安定所で知識、技能、職業経験その他の実情を勘案して再就職支援を
    計画的に行う必要があると認められた方

   ※①　被保険者であった期間が通算して２０年以上かつ所定給付日数が２７０日又は
          ３３０日である方は、３０日分の延長になります。

   ※②　１及び２については、基本手当受給中に積極的かつ熱心に求職活動を行って
        いる方が対象となりますので、求人への応募回数等が少ない方や、やむを得な
        い理由がなく所定の失業認定日に来所しなかった方などは対象になりません。

　　☆　就職が困難なものに係る所定給付日数となっている方は、当該所定給付日数が
　　　手厚くなっているため、延長の対象とはなりません。

　　☆  平成２１年３月３１日に基本手当の所定給付日数分の支給終了日を迎える方
       から受給資格に係る離職日が平成２４年３月３１日までの方が対象となります。



　７．　雇用保険料率の引下げ

　４．　再就職手当の給付率引上げ及び支給要件の緩和

  ■  就職困難な方（障害のある方等）で再就職し、一定の要件を満たしている場合に

　　支給される「常用就職支度手当」の給付率が、３０％から４０％に引き上げられま
　　した。

　■　また、支給対象者を拡大し、再就職した日において４０歳未満で、かつ、同一の
    事業主に雇用保険の一般被保険者として一定期間継続して雇用されたことがない
    方等が対象となりました。

  ☆　再就職した日が平成２１年３月３１日から平成２４年３月３１日までの間である方が
　　対象となります。

　６．　育児休業給付の統合と給付率引上げ措置の延長　※平成２２年４月１日施行

　■　育児休業給付は育児休業中と職場復帰後に分けて支給されていますが、
　　平成２２年４月１日以降に育児休業を開始した方については、

　　給付金を統合して全額育児休業中に支給されることになりました。

　■　また、平成２２年３月３１日までとされていた給付率引上げ（休業開始時賃金の５０％）
　　が、当分の間、延長されます。

  ☆   平成２２年３月３１日までに育児休業を開始された方は、育児休業基本給付金と
　　して育児休業中に３０％、職場復帰して６か月経過後に育児休業者職場復帰給付金
　　が２０％支給されます。

　■　早期に再就職した方が一定の要件を満たしている場合に支給される「再就職手当」
　　の給付率が、支給残日数に応じ、３０％から次のとおり引き上げられました。
　　　基本手当の支給残日数が

　　　○　所定給付日数の３分の２以上である場合・・・５０％
　　　○　所定給付日数の３分の１以上である場合・・・４０％

　■　所定給付日数が９０日又は１２０日の方は、「支給残日数が所定給付日数の３分の１
　　以上かつ４５日以上」残っていることが必要とされていましたが、「支給残日数が所定給
　　付日数の３分の１以上」あれば支給対象となるよう、支給要件が緩和されました。

　☆　再就職した日が平成２１年３月３１日から平成２４年３月３１日までの間である方が
　　対象となります。

　■　失業等給付に係る雇用保険料率が、平成２１年度に限り０．４％引き下げ
　　 られました（一般の事業の場合、１．２％ ⇒ ０．８％を労使折半）。
　※　この他、事業主の方は二事業に係る雇用保険料率（一般の事業の場合、０．３％）を負担していただく必要
　　があります。　【参考】平成２１年度から労働保険の年度更新の申告・納付時期が６／１～７／１０になります。

　５．　常用就職支度手当の給付率引上げ及び支給対象者の拡大


